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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】印刷物といった被記録媒体をより好適にスタッ
ク可能な記録装置を提供する。
【解決手段】記録装置１は、被記録媒体に記録を行う記
録部と、記録済の被記録媒体（記録済媒体Ｒ４）を排出
する排出部１７と、排出されて下がる被記録媒体Ｒ４を
受ける媒体受け部５０と、を備える。媒体受け部５０は
、被記録媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が接触する傾斜面６１ａ
と、該傾斜面６１ａにおける被記録媒体Ｒ４の排出側に
接続した湾曲面６２ａと、を有する。傾斜面６１ａは、
排出側とは反対側（筐体側）にある第一端部６５を有し
、湾曲面６２ａとの接続部６３から第一端部６５に向か
って下がっている。湾曲面６２ａは、排出側にある第二
端部６６であって接続部６３よりも高い第二端部６６を
有し、該第二端部６６と接続部６３との間で湾曲が下側
に凸の向きである。接続部６３は、上側に凸の向きに屈
曲している。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被記録媒体に記録を行う記録部と、
　記録済の前記被記録媒体を排出する排出部と、
　排出されて下がる前記被記録媒体を受ける媒体受け部と、を備え、
　該媒体受け部は、前記被記録媒体の先端部が接触する傾斜面と、該傾斜面における前記
被記録媒体の排出側に接続した湾曲面と、を有し、
　前記傾斜面は、前記排出側とは反対側にある第一端部を有し、前記湾曲面との接続部か
ら前記第一端部に向かって下がり、
　前記湾曲面は、前記排出側にある第二端部であって前記接続部よりも高い第二端部を有
し、該第二端部と前記接続部との間で湾曲が下側に凸の向きであり、
　前記接続部は、上側に凸の向きに屈曲している、記録装置。
【請求項２】
　前記湾曲面は、前記第二端部と前記接続部との間に該接続部よりも低い最下部を有する
、請求項１に記載の記録装置。
【請求項３】
　前記排出部から排出されて垂れ下がる被記録媒体が前記排出側とは反対側へ曲がるよう
に前記被記録媒体を支持する媒体支持部を備え、
　前記接続部は、前記排出部よりも前記排出側とは反対側に位置する、請求項１又は請求
項２に記載の記録装置。
【請求項４】
　前記媒体受け部は、
　　前記第一端部を保持する第一保持部と、
　　前記第二端部を保持する第二保持部と、
　　前記接続部を保持する第三保持部と、
　　前記傾斜面及び前記湾曲面が形成される柔軟性を有するシート部と、
を備える、請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の記録装置。
【請求項５】
　前記傾斜面は、下側に凸の向きに湾曲している、請求項１～請求項４のいずれか一項に
記載の記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェットプリンターには、比較的大型のサイズの被記録媒体、例えば、日本工業
規格（ＪＩＳ）のＡ０判やＡ１判等の幅のロール紙に印刷を行う大型のプリンターがある
。このようなインクジェットプリンター等の記録装置には、ロール紙から繰り出した記録
紙を印刷し切断して排出口から排出し、該記録紙を排出口下方に落下させるものがある。
特許文献１に示されるインクジェット記録装置は、記録装置から排出された用紙の先端を
制止する先端規制部までの沿面距離を保つための排紙ガイドと、排出された用紙を積載す
るための積載板と、を備えている。この積載板には、積載板の長さ方向の中間に位置する
第１の屈曲部と、積載板全体を回動可能に支持するために先端規制部の近傍に配された第
２の屈曲部とが設けられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－７０２８７号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　無人運転時間を長くして大量の印刷物をスタックすることや、長尺の印刷物をスタック
することがある。先端規制部から前側になるほど上がるように積載板全体を傾斜させると
、ある程度の量の印刷物をスタックしたり、ある程度の長さの印刷物をスタックしたりす
ることができる。しかしながら、より多くの印刷物をスタックしたり、より長い印刷物を
スタックしたりすることができる方が好ましい。ここで、積載板の長さ方向の中間に位置
する第１の屈曲部から前側を下向きに屈曲させると、長尺の印刷物の場合には積載板から
前側にはみ出た印刷物が床に接触したり、第一の屈曲部を跨いでスタックされる印刷物が
前方へ崩れてしまったりすることがある。
　なお、上記のような問題は、インクジェットプリンターに限らず、種々の記録装置につ
いて同様に存在する。
【０００５】
　以上を鑑み、本発明の目的の一つは、印刷物といった被記録媒体をより好適にスタック
可能な記録装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の態様の一つとして、本発明の記録装置は、被記録媒体に記録を行う記録部と、
　記録済の前記被記録媒体を排出する排出部と、
　排出されて下がる前記被記録媒体を受ける媒体受け部と、を備え、
　該媒体受け部は、前記被記録媒体の先端部が接触する傾斜面と、該傾斜面における前記
被記録媒体の排出側に接続した湾曲面と、を有し、
　前記傾斜面は、前記排出側とは反対側にある第一端部を有し、前記湾曲面との接続部か
ら前記第一端部に向かって下がり、
　前記湾曲面は、前記排出側にある第二端部であって前記接続部よりも高い第二端部を有
し、該第二端部と前記接続部との間で湾曲が下側に凸の向きであり、
　前記接続部は、上側に凸の向きに屈曲している、態様を有する。
【０００７】
　すなわち、排出部から排出されて下がる被記録媒体は、先端部が傾斜面に接触して湾曲
面との接続部よりも低い第一端部の方へ誘導される。そのうえで第二端部が接続部よりも
高い湾曲面に被記録媒体がスタックされるので、長尺の被記録媒体の場合でも湾曲面から
はみ出た後端部が床に接触し難くなり、上側に凸の向きに屈曲している接続部を跨いでス
タックされる被記録媒体が崩れ難くなる。従って、本態様は、被記録媒体をより好適にス
タック可能な記録装置を提供することができる。
【０００８】
　さらに、本発明は、記録装置を含む複合装置、上述した各部に対応した工程を含む記録
方法、この記録方法を含む複合装置用の処理方法、上述した各部に対応した機能をコンピ
ューターに実現させる記録プログラム、この記録プログラムを含む複合装置用の処理プロ
グラム、これらのプログラムを記録したコンピューター読み取り可能な媒体、等に適用可
能である。前述の装置は、分散した複数の部分で構成されてもよい。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】スタッカー（媒体受け部）５０の機能を模式的に例示する図。
【図２】記録装置１の外観を例示する斜視図。
【図３】記録装置１の内部を例示する縦断面図。
【図４】スタッカー５０を収納した状態の記録装置１を例示する縦断面図。
【図５】スタッカー５０を例示する底面図。
【図６】レール４５及びスタッカー５０の要部を例示する正面図。
【図７】傾動機構７５を例示する正面図。
【図８】スタッカー５０に記録済媒体Ｒ４が収容された様子を模式的に例示する図。
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【図９】（ａ）～（ｄ）はシート部材（シート部）６０の湾曲状態及び屈曲状態を模式的
に例示する側面図。
【図１０】比較例において記録済媒体Ｒ４が収容される様子を模式的に示す図。
【図１１】比較例において記録済媒体Ｒ４が収容される様子を模式的に示す図。
【図１２】比較例において記録済媒体Ｒ４が収容された様子を模式的に示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施形態を説明する。むろん、以下の実施形態は本発明を例示するもの
に過ぎず、実施形態に示す特徴の全てが発明の解決手段に必須になるとは限らない。
【００１１】
（１）本技術の概要：
　まず、図１～９を参照して本技術の概要を説明する。
【００１２】
　図１～９に例示する本技術の記録装置１は、被記録媒体Ｒ３に記録を行う記録部１２と
、記録済の前記被記録媒体（以下、記録済媒体Ｒ４と記載。）を排出する排出部１７と、
排出されて下がる前記記録済媒体Ｒ４を受ける媒体受け部（スタッカー５０）と、を備え
る。該媒体受け部（５０）は、前記記録済媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が接触する傾斜面６１ａ
と、該傾斜面６１ａにおける前記記録済媒体Ｒ４の排出側に接続した湾曲面６２ａと、を
有する。ここで、排出側とは、排出部での被記録媒体が排出される方向の前方側である。
前記傾斜面６１ａは、前記排出側とは反対側（筐体１０側）にある第一端部（末端部６５
）を有し、前記湾曲面６２ａとの接続部６３から前記第一端部（６５）に向かって下がっ
ている。前記湾曲面６２ａは、前記排出側にある第二端部（先端部６６）であって前記接
続部６３よりも高い第二端部（６６）を有し、該第二端部（６６）と前記接続部６３との
間で湾曲が下側に凸の向きである。前記接続部６３は、上側に凸の向きに屈曲している。
【００１３】
　ここで、本技術を図１０～１２に示す比較例と比較する。
　例えば、図１０に示すスタッカー９５１のように記録済媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が柔軟性
を有するシート部材９６１において傾斜していない部分に突き当たると、記録済媒体の先
端部Ｒ５は、シート部材上において誘導されない。また、シート部材９６１に先端部Ｒ５
が突き当たった記録済媒体Ｒ４は、座屈してしまい、シート部材上で二つ折り状態や丸ま
った状態を含む乱雑な状態でスタックされる。記録済媒体Ｒ４が二つ折り状態や丸まった
状態といった乱雑な状態になると、記録済媒体Ｒ４のスタック量が少なくなってしまう。
【００１４】
　図１１に示すスタッカー９５２のようにシート部材９６２の全体を斜面にすると、図１
０に示すスタッカー９５１と比べてスタッカーの容量が減ってしまい、記録済媒体Ｒ４の
スタック量が少なくなってしまう。
【００１５】
　図１２に示すスタッカー９５３のように積載板９６３の長さ方向の中間に位置する屈曲
部から前側を下向きに屈曲させると、長尺の記録済媒体Ｒ４の場合には積載板９６３から
前側にはみ出た記録済媒体Ｒ４が床に接触することがあり、汚れてしまうことがある。ま
た、積載板９６３に積載された記録済媒体Ｒ４には排出側への力が加わることとなり、屈
曲部を跨いで積載板９６３にスタックされる記録済媒体Ｒ４が排出側へ崩れてしまうこと
がある。
【００１６】
　一方、本技術においては、図３に示すように、排出部１７から排出されて下がる記録済
媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が傾斜面６１ａに接触して湾曲面６２ａとの接続部６３よりも低い
第一端部（６５）の方へ誘導される。従って、記録済媒体Ｒ４の座屈が抑制され、記録済
媒体Ｒ４が乱雑な状態となり難く、スタック量の減少が抑制される。また、記録済媒体Ｒ
４が上側に凸の向きに屈曲している接続部６３を跨いでスタックされるので、記録済媒体
Ｒ４が丸まり難くなり、この点でもスタック量の減少が抑制される。さらに、第二端部（
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６６）が接続部６３よりも高い湾曲面６２ａに記録済媒体Ｒ４がスタックされるので、長
尺の記録済媒体Ｒ４の場合でも湾曲面６２ａからはみ出た後端部Ｒ６が床に接触し難くな
り、上側に凸の向きに屈曲している接続部６３を跨いでスタックされる記録済媒体Ｒ４が
崩れ難くなる。従って、本技術は、記録済媒体Ｒ４をより好適にスタック可能である。
【００１７】
　ここで、上記記録装置１には、インクジェットプリンター、ワイヤドットプリンター、
レーザープリンター、ラインプリンター、複写機、ファクシミリ、等が含まれる。
　上記記録済媒体Ｒ４には、記録が行われずに記録部１２を通過した被記録媒体Ｒ３も含
まれる。
　湾曲面６２ａの湾曲が下に凸であるとは、図９（ａ），（ｂ）に例示する側面図のよう
に、湾曲面６２ａが接続部６３と第二端部（６６）とを結ぶ直線ＬＩＮＥ１よりも下側で
あることを意味する。また、接続部６３が上側に凸の向きに屈曲しているとは、図９（ｃ
），（ｄ）に例示する側面図のように、接続部６３の近傍において、傾斜面６１ａと湾曲
面６２ａのなす上側の角度θｕが傾斜部６１と湾曲部６２のなす下側の角度θｄよりも大
きいことを意味する。
【００１８】
　ところで、前記湾曲面６２ａは、前記第二端部（６６）と前記接続部６３との間に該接
続部６３よりも低い最下部６７を有してもよい。図９（ｂ）に例示するように最下部６７
が無い態様も本技術に含まれるが、最下部６７があると、上側に凸の向きに屈曲している
接続部６３を跨いでスタックされる記録済媒体Ｒ４が丸まり難くなる。従って、本態様は
、記録済媒体Ｒ４をさらに好適にスタックすることが可能となる。
【００１９】
　本記録装置１は、前記排出部１７から排出されて垂れ下がる記録済媒体Ｒ４が前記排出
側とは反対側へ曲がるように前記被記録媒体Ｒ３を支持する媒体支持部（繰り出し機構２
１，３１）を備えてもよい。前記接続部６３は、前記排出部１７よりも前記排出側とは反
対側に位置してもよい。排出部１７から排出されて垂れ下がる記録済媒体Ｒ４が排出側と
は反対側へ曲がると、排出部１７よりも排出側とは反対側に接続部６３があっても記録済
媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が傾斜面６１ａに接触して第一端部（６５）の方へ誘導される。本
態様は、湾曲面６２ａを広くすることができるので、記録済媒体Ｒ４のスタック量を増や
すことが可能となる。
　ここで、接続部６３と排出部１７との位置関係を対比するとき、排出部１７は図１に示
すように排出方向Ｄ４において最も出た部位を基準とする。
【００２０】
　前記媒体受け部（５０）は、前記第一端部（６５）を保持する第一保持部（末端保持部
７１）を備えてもよい。また、前記媒体受け部（５０）は、前記第二端部（６６）を保持
する第二保持部（先端保持部７２）を備えてもよい。さらに、前記媒体受け部（５０）は
、前記接続部６３を保持する第三保持部（接続部保持部７３）を備えてもよい。さらに、
前記媒体受け部（５０）は、前記傾斜面６１ａ及び前記湾曲面６２ａが形成される柔軟性
を有するシート部（シート部材６０）を備えてもよい。本態様は、柔軟性を有するシート
部（６０）で傾斜面６１ａ及び湾曲面６２ａを形成するという簡便な構成で記録済媒体Ｒ
４を好適にスタックすることが可能となる。
【００２１】
　前記傾斜面６１ａが一定の傾きであることや上側に凸の向きに湾曲していることも本技
術に含まれるが、前記傾斜面６１ａは下側に凸の向きに湾曲してもよい。この態様は、傾
斜面６１ａにおいて接続面近傍の傾斜が第一端部（６５）近傍の傾斜よりも急であるので
、排出部１７から排出されて下がる記録済媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が接続部６３から第一端
部（６５）の方へ誘導され易くなる。従って、本態様は、記録済媒体Ｒ４をさらに好適に
スタックすることが可能となる。
　ここで、傾斜面６１ａの湾曲が下に凸であるとは、図９（ａ），（ｂ）に例示する側面
図のように、傾斜面６１ａが接続部６３と第一端部（６５）とを結ぶ直線ＬＩＮＥ２より
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も下側であることを意味する。
【００２２】
（２）記録装置の具体例：
　図１は、スタッカー（媒体受け部）５０の機能を模式的に例示する図であり、排出部１
７を通る鉛直面Ｖ１を二点鎖線で示している。図２は、記録装置１の例として大型のイン
クジェットプリンターの外観を示す斜視図である。図３は、筐体１０を断面視して記録装
置１の内部を例示する縦断面図である。図４は、スタッカー５０を収納位置Ｌ１に収納し
た状態の記録装置１を例示する縦断面図である。図５は、スタッカー５０の底面側を例示
する図である。図６は、レール４５及びスタッカー５０の要部を例示する正面図であり、
下段にレール４５を拡大して示している。図７は、傾動機構７５を例示する正面図であり
、下段に側面から見た傾動機構７５の縦断面図を示している。図８は、スタッカー５０に
記録済媒体Ｒ４が収容された様子を模式的に例示する図である。
【００２３】
　上述した図中、符号Ｄ１は、脚部４０に対する基部５２のスライド方向を示している。
基部５２は、スタッカー５０の先端保持部７２に含まれる。符号Ｄ２は、スライド方向一
方側である離間方向を示している。この離間方向Ｄ２は、シート部材６０の末端部（第一
端部）６５に対する基部５２の離間方向である。符号Ｄ３は、スライド方向他方側である
近接方向を示している。符号Ｄ４は、排出部１７からの記録済媒体Ｒ４の排出方向である
。図示の排出方向Ｄ４はスライド方向Ｄ１と平行であるが、排出方向Ｄ４はスライド方向
Ｄ１と平行でなくてもよい。符号Ｄ７は、排出方向Ｄ４及び鉛直方向に直交する記録装置
幅方向を示している。図１，３，４，８は、記録装置１を幅方向Ｄ７の外側から見た図で
ある。符号Ｄ１０は、先端保持部（第二保持部）７２の延出方向である。
【００２４】
　なお、分かり易く示すため、各方向の拡大率は異なることがあり、各図は整合していな
いことがある。
　また、本明細書で説明する位置関係は、発明を説明するための例示に過ぎず、発明を限
定するものではない。従って、筐体１０の下以外の位置、例えば、上、左、右、といった
位置に給紙ユニット３０が配置されることなども、本発明に含まれる。
　さらに、方向や位置等の同一、直交、等は、厳密な同一、直交、等のみを意味するので
はなく、製造時等に生じる誤差等も含む。
【００２５】
　上述した図に示す記録装置１は、例えばＪＩＳ規格のＡ０判やＡ１判等といった比較的
大サイズの被記録媒体にも記録可能な大型のインクジェットプリンターである。この記録
装置１は、排出部１７が設けられた筐体１０、該筐体１０を支持する脚部４０、筐体１０
の排出部１７から排出されて下がる記録済媒体Ｒ４を受けるスタッカー５０、を備えてい
る。スタッカー５０は、シート部材６０、該シート部材６０の先端部（第二端部）６６を
保持する枠状の先端保持部（第二保持部）７２、傾動機構７５、等を備える。なお、本例
のシート部は、シート部材６０の本体部分を意味し、シート形状に付加される紐６３ａ，
６５ａ，７４が含まれないものとする。先端保持部７２の基部５２は、収納位置Ｌ１と使
用位置Ｌ２とを通るスライド方向Ｄ１へスライド可能とされている。基部５２が使用位置
Ｌ２にあるとき、シート部材６０において接続部６３よりも排出側の湾曲部６２には側面
から見て下側に凸の向きに湾曲した湾曲面６２ａが形成され、接続部６３よりも排出側と
は反対側（筐体１０側）の傾斜部６１には記録済媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が接触する傾斜面
６１ａが形成される。
【００２６】
　なお、上述した図に示す記録装置１は、筐体１０の下部に給紙ユニット３０がスライド
可能に設けられ、装置上部奥の第一ロール紙Ｒ１と装置下部の第二ロール紙Ｒ２とを切り
替えて印刷する（記録を行う）ことが可能である。ロール紙は、被記録媒体をロール状に
巻いた連続紙である。両ロール紙Ｒ１，Ｒ２は、外側が印刷面とされている。むろん、繰
り出し機構（媒体支持部）２１，３１の位置を変えると、内側が印刷面とされたロール紙
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も使用可能である。ロール紙には、紙、布、プラスチック被記録媒体、皮革、等、種々の
材質の巻回被記録媒体を使用することができる。なお、ロール紙Ｒ１，Ｒ２を被記録媒体
Ｒ３と総称する。
　また、図示していないが、記録装置１は、手差しスロットからカット紙を挿入して印刷
し、該印刷されたカット紙を短い記録済媒体Ｒ４として排出部１７から排出してスタッカ
ー５０にスタックすることもできる。
【００２７】
　図３に示すように、給紙ユニット３０を有する筐体１０は、制御部１１、記録部１２、
搬送ローラー対（１５，１６）、排出部１７、カッター１８、第一ロール紙用の媒体経路
２０及び給紙機構（２１～２５）、第二ロール紙用の第一媒体経路２６及び第二媒体経路
３６並びに給紙機構（２７，２８，３１～３３，３７）、等を備えている。給紙ユニット
３０は、近接方向Ｄ３側の収容位置Ｌ１１と離間方向Ｄ２側の引出位置との間でスライド
可能であり、制御部１１と電気的に接続されている。
【００２８】
　制御部１１は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）、ＲＯＭ（Read Only Memory）、
ＲＡＭ（Random Access Memory）等を有し、外部のホスト装置から記録出力の指令を受け
取って被記録媒体に印刷する等、記録装置１の各部の動作を制御する。印刷対象の被記録
媒体Ｒ３は、ロール紙Ｒ１，Ｒ２の一方から引き出された部分である。
　記録部１２は、記録ヘッド１３とプラテン１４を有している。記録ヘッド１３は、プラ
テン１４と対向する上側に配置され、インクを被記録媒体Ｒ３に対して吐出して記録可能
である。プラテン１４は、被記録媒体Ｒ３を支持し、被記録媒体Ｒ３と記録ヘッド１３と
の間を所定の距離にする。
【００２９】
　搬送ローラー対（１５，１６）は、下側に配置された駆動ローラー１５と、上側に配置
された従動ローラー１６とを備える。従動ローラー１６は、駆動ローラー１５から離間可
能であり、近接時に駆動ローラー１５とで被記録媒体Ｒ３を挟持する。
　排出部１７から送り出される記録済媒体Ｒ４は、カッター１８で切断されて搬送ローラ
ー対（１５，１６）の挟持から解放されると、スタッカー５０にスタックされる。
【００３０】
　第一ロール紙用の給紙機構は、第一ロール紙Ｒ１を支持する繰り出し機構（媒体支持部
）２１、給紙ローラー対（２２，２３）、コロローラー（従動ローラー）２４，２５、等
を備えている。繰り出し機構２１には、排出部１７から排出されて垂れ下がる記録済媒体
Ｒ４が筐体１０側へ曲がる向きにロール紙Ｒ１が装着される。給紙ローラー対（２２，２
３）は、媒体経路２０の外周側に配置された駆動ローラー２２と、媒体経路２０の内周側
に配置された従動ローラー２３とを備える。従動ローラー２３は、駆動ローラー２２から
離間可能であり、近接時に駆動ローラー２２とでロール紙Ｒ１を挟持する。給紙時、繰り
出し機構２１から繰り出されたロール紙Ｒ１を給紙ローラー対（２２，２３）が挟持して
搬送ローラー対（１５，１６）の方へ搬送する。印刷時（記録時）には、搬送ローラー対
（１５，１６）が被記録媒体をプラテン１４上に搬送し、記録ヘッド１３がインクを吐出
して被記録媒体に記録を行う。
【００３１】
　第二ロール紙用の給紙機構は、第二ロール紙Ｒ２を支持する繰り出し機構（媒体支持部
）３１、給紙ローラー対（３２，３３）、コロローラー（従動ローラー）２７，２８，３
７、等を備えている。給紙ローラー対（３２，３３）は、第二媒体経路３６の内周側に配
置された駆動ローラー３２と、第二媒体経路３６の外周側に配置された従動ローラー３３
とを備える。従動ローラー３３は、駆動ローラー３２から離間可能であり、近接時に駆動
ローラー３２とでロール紙Ｒ２を挟持する。給紙時、繰り出し機構３１から繰り出された
ロール紙Ｒ２を第二媒体経路３６内の給紙ローラー対（３２，３３）が挟持して第一媒体
経路２６を介して搬送ローラー対（１５，１６）の方へ搬送する。印刷時には、搬送ロー
ラー対（１５，１６）が被記録媒体をプラテン１４上に搬送し、記録ヘッド１３がインク
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を吐出して被記録媒体に記録を行う。
【００３２】
　脚部４０は、長尺部４１、延出部４２及びキャスター４３，４３を記録装置１の幅方向
Ｄ７の両端部分にそれぞれ有し、筐体１０を支持する。各長尺部４１の長手方向は、図３
に示すように、基部５２のスライド方向に向けられている。各延出部４２は、長尺部４１
の略中間位置から筐体１０まで上方へ延出している。前記キャスター４３，４３は、各長
尺部４１におけるスライド方向Ｄ１の両端部に取り付けられている。
【００３３】
　各長尺部４１の幅方向Ｄ７の内側面には、スタッカー５０のスライド方向Ｄ１に向いた
レール４５が取り付けられている。図６に示すように、各レール４５は、長尺部４１に接
する基部４５ｂ、該基部４５ｂの上下の縁部から幅方向Ｄ７の内側へ延出した延出部４５
ｃ，４５ｄ、該延出部４５ｃ，４５ｄの先端縁部から互いに近接する方向へ延出した折返
し部４５ｅ，４５ｆ、を有している。これらの各部４５ｂ～４５ｆで囲まれた部分は、折
返し部４５ｅ，４５ｆが開口した溝４５ａとされている。
【００３４】
　図３に示すように、給紙ユニット３０の排出側には、記録済媒体Ｒ４が給紙ユニット３
０に入り込まないようにするためのガイド部材５５が設けられている。図１に示すように
、ガイド部材５５の下部には、傾斜面６１ａに沿って筐体１０側へ誘導される記録済媒体
Ｒ４の先端部Ｒ５の移動を規制する先端規制部５５ａが形成されている。また、ガイド部
材５５において先端規制部５５ａの上側となる部位には、シート部材６０の末端部６５に
設けた引掛部である紐６５ａを留めるための掛止部５５ｂが形成されている。
【００３５】
　図５等に示すように、スタッカー（媒体受け部）５０を構成する枠状の先端保持部（第
二保持部）７２は、長手方向を幅方向Ｄ７に向けた基部５２、幅方向Ｄ７の両側部分に配
置された側部７２ａ，７２ａ、該側部７２ａ，７２ａの基部５２とは反対側の端部を連結
する架橋部７２ｃ、を有している。基部５２は、長手方向を幅方向Ｄ７に向けた架橋部５
２ａ、この架橋部５２ａの両端部に設けられたスライダー５３，５３、を有している。架
橋部５２ａには、シート部材６０の最下部６７に設けられた紐（繋ぎ部）７４を留めるた
めの掛止部５２ｂが設けられている。なお、架橋部５２ａ，７２ｃは、長手方向を幅方向
Ｄ７に向けた棒状又は筒状の部位である。側部７２ａは、長手方向を幅方向Ｄ７に略直交
する方向に向けた棒状又は筒状の部位であり、図７に示すように傾動機構７５の挿通部７
５ａを通り抜け、スライダー５３，５３を通る回転軸５４を中心として回動可能とされて
いる。
【００３６】
　スライダー５３は、レール４５の溝４５ａに対して回転可能に挿入され、この溝４５ａ
に案内されて離間方向Ｄ２及び近接方向Ｄ３へスライド移動する。従って、先端保持部７
２の基部５２は、レール４５に対してスライド可能に取り付けられ、脚部４０に対してス
ライド可能に設けられていることになる。スライダー５３，５３を通る回転軸５４は、ス
タッカー５０の回動の中心軸となる。傾動機構７５は、シート部材６０の先端部６６がシ
ート部材６０の末端部６５に近付くほど基部５２を中心とした角度θを小さくする。
【００３７】
　図７に示すように、側部７２ａには、傾動機構７５の係合部７５ｅと係合させるための
係止部７２ｄ，７２ｅが設けられている。図３は、排出側の係止部７２ｄと傾動機構７５
とが係合したときのスタッカー５０の様子を示している。筐体１０側の係止部７２ｅと係
合部７５ｅとが係合すると、先端保持部７２の延出方向Ｄ１０とスライド方向Ｄ１とのな
す角度は、図３に示す角度θよりも大きくなる。いずれにしても、図３に示すように基部
５２が使用位置Ｌ２にあるとき、傾動機構７５により側部７２ａが基部５２から排出側に
向かって上がる状態に保持される。一方、図４に示すように基部５２が収納位置Ｌ１にあ
るとき、傾動機構７５により側部７２ａはスライド方向Ｄ１に近い向きに保持される。
　排出側の架橋部７２ｃは、シート部材６０の先端部６６に形成された挿通部６６ａに通
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される。これにより、シート部材の先端部６６が先端保持部７２に保持され、基部５２が
使用位置Ｌ２にあるときに先端部６６が接続部６３よりも高い位置となる。
【００３８】
　図７に示すように、傾動機構７５は、外側部材７５ｂと内側部材７５ｃとが合わされ、
スライド方向Ｄ１に沿った鉛直面内での回動を許容するように側部７２ａを通す挿通部７
５ａが形成されている。傾動機構７５があることにより、先端保持部７２の延出方向Ｄ１
０と基部５２のスライド方向Ｄ１とのなす角度θが変わる。図４に示すように基部５２が
収納位置Ｌ１にあるときの角度θは、図３に示すように基部５２が使用位置Ｌ２にあると
きの角度θよりも小さい。傾動機構７５の排出側の端部には、側部７２ａの係止部７２ｄ
，７２ｅと係合する係合部７５ｅが設けられている。内側部材７５ｃの上面には、シート
部材６０の接続部６３の両縁部に設けた引掛部である紐６３ａを留めるための掛止部７５
ｄが設けられている。
【００３９】
　シート部材６０は、被記録媒体スタック用のバスケットを構成する主要部材であり、布
、ビニール、等の柔軟なシート状の部材で形成される。柔軟性を有するシート部材６０は
、先端部６６が末端部６５よりも記録済媒体Ｒ４の排出側にある。図５に示すように、シ
ート部材６０の先端部６６の挿通部６６ａには、先端保持部（第二保持部）７２の架橋部
７２ｃが通されている。また、シート部材６０には、引掛部である紐６３ａ，６５ａ，７
４が設けられている。ここで、シート部材６０の接続部６３の両縁部には、該接続部６３
を幅方向Ｄ７の外側へ引っ張った状態にするための柔軟性を有する紐６３ａ，６３ａが設
けられている。シート部材６０の末端部（第一端部）６５には、該末端部６５をガイド部
材の先端規制部５５ａに合わせて移動しないようにするための紐６５ａが複数設けられて
いる。シート部材６０の最下部６７には、スタッカー収納時に最下部６７を筐体１０側へ
引くための紐（繋ぎ部）７４が複数設けられている。
【００４０】
　図１に示すように末端部６５に設けられた紐６５ａをガイド部材５５の掛止部５５ｂに
引っ掛けておくとともに、接続部６３に設けられた紐６３ａを傾動機構７５の掛止部７５
ｄに引っ掛けておき、基部５２が使用位置Ｌ２となるように先端保持部７２を引き出すと
、柔軟性を有するシート部材６０の一部が紐６３ａ，６３ａを結ぶ線を頂部として「山形
形状」となり、接続部６３の前後に傾斜面６１ａ及び湾曲面６２ａが形成される。この「
山形形状」により、記録済媒体の座屈が抑制され、記録済媒体のスタック性及びスタック
量が向上する。ここで、掛止部５５ｂ及び紐６５ａは末端保持部（第一保持部）７１を構
成し、掛止部７５ｄ及び紐６３ａは接続部保持部（第三保持部７３）を構成する。
【００４１】
　傾斜面６１ａは、湾曲面６２ａとの接続部６３から末端部（第一端部）６５に向かって
下がり、側面から見て下側に凸の向きに湾曲している。
【００４２】
　湾曲面６２ａは、傾斜面６１ａとの接続部６３よりも高い先端部（第二端部）６６を有
し、先端部６６と接続部６３との間で湾曲が下側に凸の向きである。図１に示す湾曲面６
２ａは、先端部６６と接続部６３との間に該接続部６３よりも低い最下部６７を有する。
【００４３】
　接続部６３は、側面から見て上側に凸の向きに屈曲している。図１に示す接続部６３は
、排出部１７よりも筐体１０側に位置している。
【００４４】
　次に、図１～８を参照して、記録装置１の作用及び効果を説明する。
　記録済媒体Ｒ４は、排出部１７から排出されると、図３に示すように自重によって垂れ
下がる。ここで、記録済媒体Ｒ４が筐体１０側へ曲がるように被記録媒体Ｒ３が繰り出し
機構２１，３１に支持されているので、図３に示すように排出部１７から垂れ下がる記録
済媒体Ｒ４が筐体１０側へ曲がる。これにより、接続部６３が排出部１７よりも筐体１０
側に位置するにもかかわらず、記録済媒体Ｒ４の先端部Ｒ５が傾斜面６１ａに接触する。
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従って、本技術は、湾曲面６２ａを広くすることができ、記録済媒体Ｒ４のスタック量を
増やすことができる。
【００４５】
　傾斜面６１ａが接続部６３から末端部６５に向かって下がっているので、傾斜面６１ａ
に接触した記録済媒体の先端部Ｒ５は、傾斜面６１ａに沿って末端部６５の方へ誘導され
る。特に、傾斜面６１ａが下側に凸の向きに湾曲しているので、末端部６５近傍よりも急
である接続部６３近傍に接触した記録済媒体の先端部Ｒ５が末端部６５の方へ誘導され易
い。従って、図１０で示したような記録済媒体の座屈が起き難く、記録済媒体が乱雑な状
態となることが抑制され、スタック量の減少が抑制される。なお、図１に示すように、先
端部Ｒ５の誘導は、先端規制部５５ａにより規制される。
【００４６】
　カッター１８が後端部Ｒ６において記録済媒体Ｒ４を切断すると、記録済媒体Ｒ４は、
搬送ローラー対（１５，１６）の挟持から解放され、図１に示すように末端部６５から先
端部６６に向かってシート部材６０の上に載せられる。ここで、湾曲面６２ａが下に凸の
向きに湾曲しているので、図１１で示したようなスタッカー９５２と比べてより多くの記
録済媒体Ｒ４をシート部材６０の上にスタックすることができる。特に、接続部６３より
も低い最下部６７が湾曲面６２ａにあることにより、多くの記録済媒体Ｒ４をスタックす
ることができる。また、上側に凸の向きに屈曲している接続部６３を跨いで記録済媒体Ｒ
４がスタックされるので、巻き癖による記録済媒体Ｒ４の丸まりが抑制され、スタック量
の減少が抑制される。特に、接続部６３よりも低い最下部６７が湾曲面６２ａにあること
により、記録済媒体Ｒ４の丸まり抑制の効果が向上する。
【００４７】
　さらに、湾曲面６２ａの先端部６６が接続部６３よりも高くされているので、図８に示
すように長尺の記録済媒体Ｒ４の場合でも湾曲面６２ａからはみ出た後端部Ｒ６が床に接
触し難くなる。図１２で示したように積載板９６３の先端部が屈曲部よりも下がっている
と、積載板９６３から前側にはみ出た記録済媒体が床に接触して記録済媒体に汚れが付着
することがあり、また、記録済媒体が排出側へ崩れてしまうことがある。これに対し、本
技術は、先端部６６が接続部６３よりも高いため、上側に凸の向きに屈曲している接続部
６３を跨いでスタックされる記録済媒体Ｒ４が崩れ難くなる。
　以上より、本記録装置１は、記録済媒体Ｒ４をより好適にスタック可能である。
【００４８】
　なお、図３，７に示す状態から傾動機構７５の係合部７５ｅから係止部７２ｄ（又は係
止部７２ｅ）を外し、先端保持部７２を筐体１０側へ押すことにより、図４に示すように
、基部５２が使用位置Ｌ２から収納位置Ｌ１へ移動するとともに、先端保持部７２が回転
軸５４を中心としてスライド方向Ｄ１に沿った向きへ回動する。すなわち、先端保持部７
２は、この向きで筐体１０の下方に移動可能である。従って、本記録装置１は、スタッカ
ー５０を使用しないときにコンパクトに収納可能である。
【００４９】
　また、図４に示す状態から先端保持部７２を排出側へ引くことにより、図３に示すよう
に、基部５２が収納位置Ｌ１から使用位置Ｌ２へ移動するとともに、先端保持部７２が回
転軸５４を中心としてスライド方向Ｄ１からずれる向きへ回動し、傾動機構７５の係合部
７５ｅから係止部７２ｄ（又は係止部７２ｅ）が係合する。これにより、柔軟性を有する
シート部材６０に傾斜面６１ａ及び湾曲面６２ａが形成される。従って、本記録装置１は
、スタッカー５０を準備するのが容易である。
【００５０】
（３）変形例：
　なお、本発明は、種々の変形例が考えられる。
　例えば、記録装置は、複数の被記録媒体を切り替えて記録を行う装置以外にも、一つの
被記録媒体に記録を行う装置でもよい。
　傾斜面の第一端部を保持する第一保持部は、上述した掛止部５５ｂと紐６５ａの組合せ
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以外にも、第一端部に形成された挿通部に通される棒状又は筒状の長尺部材等でもよい。
この長尺部材は、ガイド部材５５、脚部４０、筐体１０、等に設けることが可能である。
　湾曲面の第二端部を保持する第二保持部は、上述した架橋部７２ｃを有する先端保持部
７２以外にも、第二端部に設けた紐と先端保持部に設けた掛止部との組合せ等でもよい。
　接続部を保持する第三保持部は、上述した掛止部７５ｄと紐６３ａの組合せ以外にも、
接続部に形成された挿通部に通される棒状又は筒状の長尺部材等でもよい。この長尺部材
は、傾動機構７５、ガイド部材５５、脚部４０、筐体１０、等に設けることが可能である
。
【００５１】
　媒体受け部は、上述したように収納することができると好適であるものの、収納するこ
とができなくても記録済媒体をより好適にスタック可能な効果が得られる。
　また、傾斜面及び湾曲面を柔軟なシート部で構成すると傾斜面及び湾曲面を容易に湾曲
させることができるので好適であるものの、シート部に柔軟性が無くても記録済媒体をよ
り好適にスタック可能な効果が得られる。
　さらに、上述したレールが筐体下方の脚部に設けられると筐体下方の空間を記録済媒体
のスタック空間として利用することができるので好適であるものの、レールが筐体に設け
られても記録済媒体をより好適にスタック可能な効果が得られる。むろん、媒体受け部の
先端保持部の基部をスライド可能にする手段には、上記レール以外にも、例えば、長尺な
筒状部材に棒状部材を挿入する構造等、種々の手段を採用することができる。
　さらに、上述した傾動機構があると収納位置と使用位置とで先端保持部の向きを変える
ことができるので好適であるもの、傾動機構が無くても記録済媒体をより好適にスタック
可能な効果が得られる。
【００５２】
　傾斜面と湾曲面との接続部６３が排出部１７の直下（鉛直面Ｖ１と重なる位置）にある
場合や、接続部６３が排出部１７の直下から排出側にある場合も、記録済媒体をより好適
にスタック可能な効果が得られる。接続部６３が排出部１７の直下から排出側にある変形
例は、記録済媒体Ｒ４をさらに好適にスタック可能となる。
【００５３】
（４）結び：
　以上説明したように、本発明によると、種々の態様により、記録済媒体をより好適にス
タック可能な技術等を提供することができる。むろん、従属請求項に係る構成要件を有し
ておらず独立請求項に係る構成要件のみからなる技術等でも、上述した基本的な作用、効
果が得られる。
　また、上述した実施形態及び変形例の中で開示した各構成を相互に置換したり組み合わ
せを変更したりした構成、公知技術並びに上述した実施形態及び変形例の中で開示した各
構成を相互に置換したり組み合わせを変更したりした構成、等も実施可能である。本発明
は、これらの構成等も含まれる。
【符号の説明】
【００５４】
１…記録装置、１０…筐体、１２…記録部、１７…排出部、２１，３１…繰り出し機構（
媒体支持部）、４０…脚部、４１…長尺部、４５…レール、５０…スタッカー（媒体受け
部）、５２…基部、５２ａ…架橋部、５２ｂ…掛止部、５３…スライダー、５４…回転軸
、５５…ガイド部材、５５ａ…先端規制部、５５ｂ…掛止部、６０…シート部材（シート
部）、６１…傾斜部、６１ａ…傾斜面、６２…湾曲部、６２ａ…湾曲面、６３…接続部、
６３ａ…紐、６５…末端部（第一端部）、６５ａ…紐、６６…先端部（第二端部）、６６
ａ…挿通部、６７…最下部、７１…末端保持部（第一保持部）、７２…先端保持部（第二
保持部）、７２ａ…側部、７２ｃ…架橋部、７２ｄ，７２ｅ…係止部、７３…接続部保持
部（第三保持部）、７４…紐（繋ぎ部）、７５…傾動機構、７５ａ…挿通部、７５ｂ…外
側部材、７５ｃ…内側部材、７５ｄ…掛止部、７５ｅ…係合部、Ｄ１…スライド方向、Ｄ
２…離間方向、Ｄ３…近接方向、Ｄ４…排出方向、Ｄ７…幅方向、Ｄ１０…延出方向、Ｌ
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１…収納位置、Ｌ２…使用位置、Ｒ１，Ｒ２…ロール紙、Ｒ３…被記録媒体、Ｒ４…記録
済媒体、Ｒ５…先端部、Ｒ６…後端部。
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